
島根県地域医療支援会議設置要綱の一部改正について 

 

１ 改正理由 

医療法の一部改正により策定された「地域医療対策協議会運営指針」（平成

30 年７月 25 日付け医政発 0725 第 15 号厚生労働省医政局長通知）に基づき、

所要の改正を行う必要があるため。 

 

２ 改正概要 

  部会の追加（設置要綱第７条関係） 

ア 「島根県専門研修プログラム協議会」を島根県地域医療支援会議の部会 

として設置（第１項） 

部会名称：医師専門研修部会 

概  要：別紙のとおり 

 

イ その他規定の整備（第２項） 

部会名称を設置要綱に規定 

 

  構成員の追加（設置要綱第３条関係） 

県内医療機関への医師派遣がある県外大学を構成員に追加 

追加する構成員：県外大学 １名 

委員定数：（改正前）30 人以内 → （改正後）31 人以内 

 

※改正案全文については、別紙のとおり 

 

３ 施行期日 

平成 31 年４月１日 

資料４ 



島根県地域医療支援会議 医師専門研修部会（案）の概要 

 

１ 目的 

平成３０年度から開始された新たな専門医の養成に関して地域医療に配慮した研修体制を

形成するため、専門研修プログラムについて必要な情報の共有、検証、調整等を図る。 

【経過】H28. 5. 2  厚生労働省医政局医事課長通知に基づき「島根県専門研修プログラム協議会」を設置 

H30. 7.25  医療法改正により、同協議会を地域医療対策協議会へ位置づけることを法定化 

 

２ 協議事項 

（１）県内の研修施設に関する専門研修プログラム内容の把握 

（２）地域医療確保の観点から、適切なプログラムとなっているのかの検証、調整 

（３）その他必要と認められる事項 

 

３ 構成員 

１８名 島根県医師会、圏域を代表する病院（松江赤十字病院、松江市立病院、雲南市立病院、島根大学

医学部附属病院、島根県立中央病院、大田市立病院、国立病院機構浜田医療センター、益田赤十

字病院、六日市病院、隠岐病院）、プログラム基幹病院（島根大学医学部附属病院、島根県立中央

病院、島根県立こころの医療センター）、総合診療専門医育成ネットワーク、島根大学医学部卒後

臨床研修センター、市長会、町村会、しまね地域医療支援センター、島根県 

 

４ 島根県専門研修プログラム協議会の開催状況（平成３０年度） 

（１）開 催 日  平成３０年９月１９日（水） 

（２）協議内容  ① 平成３１年度の県内専門研修プログラム申請内容の確認及び検証 

         ② 国、日本専門医機構への制度改善要望 

・都道府県別・診療科別の研修定員の設定 

・総合診療専門医制度の改善 

 

【参考】県内基幹施設（平成３１年度専門研修プログラム） 

 

　　　　　　　　　　　プログラム基本領域

　プログラム基幹施設
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島根大学医学部附属病院 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

島根県立中央病院 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

島根県立こころの医療センター ○

松江生協病院、出雲市民病院、雲南市立病院、
加藤病院、済生会江津総合病院、
浜田市国保診療所連合体・浜田医療センター、
津和野共存病院

○

計　　基幹施設：１０　プログラム：３５



新専門医制度について

医師養成の課程と専門医制度

●プロフェッショナルオートノミー（専門家の自律性）を基本とし、日本専門医機構を設置し、

統一的にルール（プログラム基準、研修施設認定基準等）を定め、平成３０年４月から開始

●内科や外科、小児科、産婦人科、整形外科、総合診療など１９の基本領域が対象

（総合診療専門医は新設）

[出典：第1回検討会資料]

従来、約100の学会が独自に
基準を定め研修を実施



1

厚生労働省医政局医事課長通知により都道府県協議会を設置
　「専門研修プログラムの認定に 向けた各都道府県の役割等ついて」
　（平成29年6月27日付医政発0627第2号厚生労働省医政局医事課長通知）
　「専門医制度新整備指針（第二版）」（平成29年6月）

医療法改正により、地域医療対策協議会への位置づけを法定化



島根県地域医療支援会議設置要綱（改正案全文） 

 

（目的） 

第１条 医療法（昭和23年法律第205号）第30条の 23第１項の規定に基づき、県内の中山間地、

離島等のへき地医療対策、及び地域の医療機能の確保をより総合的・体系的に推進するため、「地

域医療支援会議」（以下「支援会議」という。）を設置する。 

 

（支援会議の事業） 

第２条 支援会議は、次に掲げる事業を実施する。 

  「地域医療支援計画」の策定及び進行管理 

  地域医療支援事業の総合的企画調整 

  地域勤務医師の派遣調整 

  病病連携・病診連携の推進 

  「地域医療支援機構」の活動状況の把握 

  「地域医療拠点病院」の指定に係る推薦及び活動評価 

  地域医療支援センターの運営に関すること 

  地域における医療及び介護の総合的な確保の推進に係る計画に関すること 

  その他、県・市町村等が地域における医療確保のために実施する事業に対する協力 

 

（組織） 

第３条 支援会議は、会長及び委員31人以内で組織する。 

２ 委員は、医療法第30条の 23第１項各号に掲げる者の管理者その他の関係者のうちから、知事

が委嘱し、又は任命する。 

３ 支援会議に、特定の事項を調査審議させるため必要があるときは、特別委員を置くことができ

る。 

４ 特別委員は、学識経験のある者その他適当と認める者のうちから知事が委嘱する。 

 

（委員の任期） 

第４条 委員の任期は、２年とする。 

２ 補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

３ 特別委員の任期は、２年を超えない範囲内で当該特定の事項を調査審議するため知事が必要

と認めた期間とする。 

 

（会長） 

第５条 支援会議に会長を置く。 

２ 会長は、委員のうちから互選する。 

３ 会長は、会務を総理する。 

４ 会長に事故があるときは、委員のうちから互選されたものが、その職務を行う。 

 

（会議） 

第６条 支援会議は、会長が招集し、会長が支援会議の議長となる。ただし、委員の任期 

開始後最初に開催される支援会議は、島根県健康福祉部長が招集する。 

２ 支援会議には、必要に応じて委員以外の者を出席させることができる。 



 

（部会） 

第７条 支援会議は、支援会議の事業の一部を付託するため、次に掲げる部会を置くものとする。 

  医療ＩＴ専門部会 

  医師専門研修部会 

２ 部会に属すべき委員は、会長が指名する。 

３ 部会に部会長を置き、その部会に属する委員の互選により定める。 

４ 部会は、部会長が招集し、会議の議長となる。 

５ 第５条第３項及び第４項の規定は、部会長に準用する。 

 

（庶務） 

第８条 支援会議の庶務は、島根県健康福祉部医療政策課において処理する。 

 

（その他） 

第９条 この要綱に定めるもののほか、支援会議の運営に関し必要な事項は、会長が別に定める。 

 

 

附則 

この要綱は、平成14年５月 31日から施行する。 

附則 

この要綱は、平成16年２月 12日から施行する。 

附則 

この要綱は、平成16年５月 27日から施行する。 

附則 

この要綱は、平成19年４月１日から施行する。 

附則 

この要綱は、平成20年 12月３日から施行する。 

附則 

この要綱は、平成22年４月１日から施行する。 

附則 

この要綱は、平成25年４月１日から施行する。 

附則 

この要綱は、平成26年５月 30日から施行する。 

附則 

この要綱は、平成26年６月 27日から施行する。 

附則 

この要綱は、平成27年４月１日から施行する。 

附則 

この要綱は、平成28年５月 31日から施行する。 

附則 

この要綱は、平成31年４月１日から施行する。 


